　　　　　　　　　　　　　クラブ助成金交付要領

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（昭和５６年６月２日決定）

　（趣旨）

第１条　この要領は，地方職員共済組合広島県支部組合員（以下「組合員」という。）が組織するクラブの健全な育成を図るために行う助成金交付に関し，必要な事項を定めるものとする。

　（交付対象となるクラブ）

第2条 クラブ助成金（以下「助成金」という。）の交付対象となるクラブは，次の各号に掲げる　　　　　　要件を具備しているものとする。

(1) 組合員１５人以上が，常時活動していること。ただし，やむを得ない事情があると支部長が　　　認めた場合を除く。

　(2)　１年以上の活動実績があり，継続して活動が見込まれること。

　(3)　年間を通じて恒常的な活動が見込まれること。

　(4)　主として構成員の定例的な会費により運営されていること。

　(5)　優れた指導者又は講師により常に技術の向上を図っていること。

　(6)　運営の基本となる規約が定められていること。

　(7)　会計が明確であること。

　（助成金）

第3条 　支部長は，クラブ活動に要する経費として，助成金を予算の範囲内でクラブ代表者に交付す　　　　　　る。

２　前項の助成金の額は，次に掲げる算式で算定した額とする。ただし，４０，０００円又は当該年度の事業費の額（前年度繰越額がある場合は，その額を事業費から控除した額とする。）のいずれか少ない額を上限とする。
　　１０，０００円＋２，０００円×組合員部員数

　　なお，事業費が上記により算定した額に満たないときはその額とする。
３　助成額については，１，０００円未満の端数は切捨てとする。

　（交付申請）

第4条 助成金の交付を受けようとするクラブの代表者は，別記様式第１号によるクラブ助成金交付　申請書（以下「申請書」という。）に，次に掲げる書類を添えて支部長に提出しなければならない。

　(1)　規約又は会則　

（2）構成員名簿（所属機関名及び氏名を記載すること。ただし，退職者及び他の共済組合員は除く。）

　(3)　組織構成が単一の職場に限定している場合又は前号の構成員が１５人未満の場合はその理由書

　（交付決定）

第5条 　支部長は，前条の申請書を受理したときは，これを審査し適正と認めたときは，助成金の交付を決定し，クラブ代表者に通知する。

　（助成方法）

第6条 　支部長は，前条の規定により交付決定したときは，クラブ代表者が指定する口座へ振込みを行う方法により助成金を交付するものとする。

　（実績報告）

第7条 　クラブ代表者は，助成金交付を受けた日の属する会計年度の翌会計年度の４月末までに，別　記様式第２号によるクラブ活動実績報告書に支出相当額の領収書の写しを添えて，支部長に提出しなければならない

　（監督）

第8条 　支部長は，必要があると認めるときは，助成金の交付を受けたクラブ代表者に対して，クラブ活動の状況報告を求め，若しくは必要な指示を行い，又は会計帳簿の提出を求めることができる。

　（組織変更）

第9条 　クラブ代表者は，第５条の規定による助成金の交付決定を受けた後において，クラブの規約若しくは会則等の内容を改正し，又は代表者の交替が行われた場合には，別記様式第３号によるクラブ活動組織変更届を支部長に提出しなければならない。

　（組織の解散）

第10条　クラブを解散した場合は，クラブ代表者は，前条の手続に準じて支部長にその旨を報告しなければならない。この場合において，既に助成金の交付がなされたものにあっては，当該助成金の全額叉はその一部を返還させるものとする。

　（是正のための措置）

第11条　支部長は，次の各号のいずれかに該当するときは，当該クラブ代表者に対し助成金の全額又は一部の返還を命じることができる。

　(1)　申請書及び添付書類の内容を偽って助成金の交付を受けたとき。

　(2)　助成金をクラブ活動経費以外の目的に使用したとき。

　(3)　実績報告書の提出等この要領に定める手続を行わないとき。

附　則
この要領は，平成２３年４月１日から施行する。
　　附　則
この要領は，令和４年７月７日から施行する。
